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現在、20-30 代の若年労働者を中⼼に在⽇外国⼈が増加しており、2020 年に

は約 287 万⼈で過去最⾼を記録した（総務省 2020）。彼らが⽇本語を学ぶ場所
の⼀つとしてボランティアによる地域の⽇本語教室があるが、⼭辺（2011）は⽇
本語教室が抱える問題点と役割を指摘した。⼭辺によるとボランティアにより
運営される地域の⽇本語教室では、指導⼒によりボランティアの間で上下関係
がうまれると同時に、「教える/教えられる」の関係が硬直化して息苦しさを感じ
ることがあるという。また、⼭辺は⽇本語教室には居場所を提供する側⾯があり、
交流活動を通し⽇本語教室がボランティア・外国⼈双⽅にとって居場所となる
必要があると主張した。 

さらに、⽇本語教室の現状に⽬を向けると 50 代から 70 代が中⼼で、⾼齢者
主体になっている（⽂化庁 2017）。⽇本語教室に参加しているボランティアの意
識調査（⼩島 2014）では、ボランティアは⽇本語教室を⽇本語教育の場、情報
交換の場として認識しているものの、ボランティア及び外国⼈の居場所という
認識は低かった。このような現状を踏まえ、交流ベースの⽇本語教室が必要であ
るのと同時に、居場所を作ることを念頭に置いて外国⼈の中⼼世代である 20-30
代が運営する⽇本語教室が必要なのではないか。 

このような⾒解を踏まえ、NPO 法⼈ ESUNE は国際交流に興味がある⼤学⽣
が中⼼となって運営するオンライン⽇本語学習サロンを発⾜した。本報告では
この活動の中で明らかになってきた、若者中⼼のオンライン⽇本語教室が果た
す役割や若者の⽇本語教室参加を促す条件、在留資格「技術・⼈⽂知識・国際業
務」および「技能実習」で来⽇した N3-2程度の外国⼈の⽇本語学習動機とその
変化について論ずる。今後の地域外国⼈⽀援のあり⽅を議論できる場としたい。 
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